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今回のニュースレターでは，日本弁護士連合会及び全

国52の弁護士会が提供する「ひまわりほっとダイヤル

」のサイトに，現在世界的に猛威を振るっている,新型

コロナウイルスによる売り上げ減少の影響から，どの

ように資金繰りを維持すればよいのかが紹介されてい

ましたので，その内容を抜粋，お知らせさせていただ

こうと思います。

新型コロナウイルスによる事業者への影響が避けられ

ない事態となっています。宿泊業や観光業、飲食業で

予約のキャンセルが多数発生し、売上が減少している

、製造業を経営している事業者からは、原材料が入ら

ない、従業員の確保ができないなどとして、売上が立

たない、資金繰りが厳しいという声が聞こえてきます

。すでに中小企業では、売上減少及びこれに伴う資金

繰りの悪化が生じています。

事業者にとって、資金は血液です。資金繰りが続く限

りは、事業継続ができ、事業再生を目指すこともでき

るわけです。では、売上が減少する中で、どのように

資金繰りを維持すればよいのでしょうか。

まず、資金繰り表を作成し、どの程度、資金が足りな

いかを確認することが必要になります。そのうえで、

新たに資金調達するか、支出を止めるか、いずれかを

検討する（場合によっては、両方取る）ことが必要に

なります。資金的に厳しい事業者については、早めに

事業再生を扱っている弁護士、中小企業支援団体（中

小企業再生支援協議会等）に相談に行くことも必要で

す。

以下、簡単に説明します。

a.資金繰り表の作成の必要性

会社が倒産の危機に直面する直接的なきっかけは、資

金ショートの危険が顕在化、現実化する点にあります

。

資金繰り表を作成しないと、会社が資金繰りの危機に

あるのか、手形不渡りの危険があるかの判断も出来ま

せん。また、いつまで資金が持つかの判断も立てられ

ません。資金繰りの状況如何によって、金融機関との

協議のみで解決が図れるのか、仕入先などを交えての

対応が必要になるのか、取りうる選択肢にも影響があ

ります。

会社の危機状況が把握するために資金繰り表の作成が

必要です。

b. 資金繰り表の作成方法

では、資金繰り表はどのように作成すればよいのでし

ょうか。

資金繰り表は、「日本公認会計士協会近畿会」のweb
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サイトからダウンロードすることができます。ダウンロ

ードしたら、まずは、約定どおりの支払を続ける前提の

資金繰り表（約定資金繰り表）を作成してみましょう。

1 約定資金繰り表の策定手順

＜目的＞

このまま約定どおりの支払いを続けたら、いつの時点で

資金ショートするか（若しくは、手形不渡り事故となる

か）を知るために策定します。逆に言えば、このまま支

払いを続けても資金が問題なければ、後述の改訂資金繰

り表を策定する必要はないでしょう。［月次資金繰り表

］だけでは期中の資金ショートが分からないので、［日

繰り表］も策定しましょう。）。

＜収入＞

収入は判明している限り、現実に入ってくる金額を書い

て下さい。原則として、売掛金回収リストなどを活用し

て、現実に入金される見込みの金額を入れるようにして

ください。将来分で売掛金が確定していないものや現金

主義の会社の場合には、昨年の同時期を基準に今期の売

上予測（新型コロナウイルスによる影響等により、入金

が下がるのであれば、下がる見通しの金額）に従って、

記入してください。

＜支出＞

支出については、既に請求書が届いているもの、取引先

により支払日が決められているもの、電気・ガス・水道

等の公共料金（家賃やリース料等の事務所経費）の自動

引落、従業員の給料、銀行等の返済等支払日が決まって

いるものは、できる限り正確に記入して下さい。

2改訂資金繰り表の策定手順

＜目的＞

約定資金繰り表で近い将来（ex.３ヶ月後）資金ショー

ト（ex.手形不渡り）する事が判明した場合、資金ショ

ートを回避するあくまで一時的な応急措置を取るために

作成するものです。現実に交渉、行動に移す

わけではなく、これらの検討材料として作成することに

なります。

＜収入＞

約定資金繰り表と同じです（新たな資金調達ができる場

合は、その分を考慮します。）

＜支出＞

できる限り、信用不安を惹起させない支払先から順次弁

済を停止・返済猶予（返済を０にする）の検討をしてみ

ましょう。

停止しても事業価値が低下しないところから停止をお願

いすることになります。

①金融機関元本支払いを停止

いわゆる条件変更（リ・スケジュール対応）を検討する

ということです。

後述のとおり、関係省庁から要請が出ておりますので、

金融機関は、元本の返済猶予については、柔軟対応して

もらえる可能性があります。

②金融機関利息支払停止

金融機関の利息支払停止をしないと資金繰りが回らない

というのは、異常事態です。金利すら支払えない事態に

なってしまいますと、金融機関の預金口座が利用できな

くなる恐れもありますので、そこまで厳しい事業者の場

合には、早期に弁護士に相談に行くことをお勧めします

。

③取引先や公租公課の一部の支払停止

それでもまだ収支がマイナスの場合はやむを得ず、取引

先のうちの大口分の順で支払繰延の検討をしたり、公租

公課の支払の一部を止めることを検討します。もっとも

、安易に相談に行くと、信用不安が生じることや滞納処

分を受けることも考えられますので、丁寧な交渉が求め

られます。可能な限り、弁護士を交えて検討することを

お勧めします。

a. 新規融資、新規の保証の検討

資金繰りが厳しい場合、１つの手段は、新規融資等ニュ

ーマネーを入れる方法です。
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信用保証協会は、セーフティネット保証４号・５号を

拡充しています。

日本政策金融公庫は、セーフティネット貸付の要件緩

和をし、衛生環境激変対策特別貸付という貸付制度を

用意しています。

詳細は、「新型コロナウイルス感染症で影響を受ける

事業者の皆様へ」と題するパンフレットに掲載されて

いますので、是非ご確認ください。

取引している民間の金融機関に融資の相談を行うこと

も考えられるでしょう。

ちなみに、売掛金担保にノンバンクから借り入れをす

るとか、経営者本人がカードローン、サラ金、親族か

ら借り入れて、会社にお金とつぎ込む方法もあります

が、この方法を取ってしまうと、その後、対応に苦慮

することもありますので、あまりお勧めはできません

。

b.金融機関に条件変更をお願いする方法

資金繰り表の作成方法でも記載しましたが、元本の

返済を止めてもらえれば（猶予してもらえれば）、資

金が持つのであれば、金融機関に条件変更のお願いを

することは有用な方法です。事業者の財務状況、営業

状況等にもよりますが、新規融資、新規の保証よりも

、比較的簡単にできることが多いでしょう。

「新型コロナウイルス感染症で影響を受ける事業者の

皆様へ」と題するパンフレットにも掲載されています

が、中小企業庁は、政府系金融機関等に対して、返済

猶予等の条件変更に配慮することなどの要請をしてお

ります。また、金融庁は、民間金融機関に対して、年

度末のお資金繰りに万全を期すよう、配慮要請を出し

ております。

元本の返済を待ってもらうだけで資金繰りが持たない

場合には、金利の返済の猶予等をお願いしたり、業者

への支払を待ってもらう方法も検討することになりま

すが、この場合には、前述のとおり、難易度が上がり

ますので、弁護士等の専門家を入れて対応することを

お勧めします（相談先は後述のとおり）。

c. 休業して、雇用調整助成金を活用する方法

しばらく売り上げが立たない場合、労働者に対して一

時的に休業を行うことも考えられます。この場合、雇

用調整助成金を活用することで、一定の助成を受ける

ことが可能となり、資金繰りの維持につながります。

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ雇用調整助

成金の特例対象が拡大していますので、ご確認をお願

いいたします。

d. 相談窓口（中小企業再生支援協議会及び弁護士（ひ

まわりほっとダイヤル）への相談）

中小企業庁のホームページでは、相談窓口としては、

金融機関、商工会議所などが案内されていますので、

ご確認をお願いいたします。

より専門的な相談をする場合、全国４７都道府県に１

つある「中小企業再生支援協議会」に相談することも

可能です。また、弁護士への相談を希望される場合、

「ひまわりほっとダイヤル」に電話してもらい、弁護

士に相談を依頼することもできますし、正式に代理人

として、対応してもらうこともできるでしょう。

弁護士に相談したら、「破産」を進められるとご心配

されるかもしれませんが、そのような心配の必要はあ

りません。弁護士は、公認会計士その他の専門家と連

携したり、中小企業再生支援協議会に支援してもらう

段取りをしたり、特定調停スキームを活用するなどし

て、事業再生を目指すことが可能です。

弁護士の場合、元本の返済猶予のみで対応できない案

件（金利の支払すら厳しい案件）、仕入先への返済を

待ってもらう必要がある案件、過剰債務に苦しんでい

る会社など様々な事業者に様々な助言をしたり、代理

人として交渉することができます。弁護士を活用する

＝破産手続、民事再生手続など法的整理に限定される

わけではありません。様々な策を総合的に検討の上、

的確な助言を受けることができますので、まずは相談

を検討してみてはいかがでしょうか。

以上

日本弁護士連合会中小企業法律支援センター事業再生ＰＴ座長

弁護士 宮原一東
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